














@)

(®)


















- 10 -



- 11 -



- 12 -



- 13 -

15

18



- 14 -



- 15 -



@)

(®)

- 16 -



©

- 17 -



@)

(0)

- 18 -



©

- 19 -

16

12

500



12

@)

(b)

500kW

©)
. 500KW

2000kW

- 20 -



(

(
)

)

-21 -

(

)



@)

(0)

©)

©)

- 22 -



@

(0)

- 23 -



@)

(®)

- 24 -



- 25 -



- 26 -



- 27 -



- 28 -



	中立機関（送配電等業務支援機関）の制度設計
	なお、上記のように、小売自由化範囲を拡大する中で需要家選択肢を確保しつつ、安定供給を確保するためには、送配電逃
	（１）中立機関の組織構成及び中立機関の意思決定メカニズム
	中立機関の組織形態
	中立機関の構成員
	中立機関の総会の意思決定メカニズム
	中立機関の理事会の意思決定メカニズム
	支援業務を行うに当たっての組織基盤
	\(a\)経理的基礎
	\(b\)技術的基礎

	評議会
	専門委員会の設置
	職員構成

	（２）中立機関の役職員の行動規範
	（３）中立機関の業務
	（４）中立機関ルールとして定めるべき事項
	①設備形成ルール
	②系統アクセスルール
	③系統運用ルール
	④情報開示ルール

	（５）行政の関与
	①指定申請時に必要となる書類
	②支援業務規程に定めるべき事項


	卸電力取引市場の制度設計
	（１）卸電力取引市場に適用されるルール
	（２）十分な取引量の確保のための措置
	投入についての考え方
	実績投入量（マクロベース）に係る統計値の公表
	事後検証の方法

	（３）経済融通取引の廃止
	（４）火力全面入札制度の廃止

	自由化範囲拡大に伴う制度設計
	（１）「５００ｋＷ以上」の判定基準について
	現行制度における判定基準
	平成１６年４月から平成１７年３月末までの自由化範囲拡大に対応した判定基準
	現行の「一の需要場所における使用最大電力」を基準に判定するのではなく、「一の需要場所における一般電気事業者との最大契約電刂
	自由化対象需要の判定に係る複雑な取扱いを回避するため、同期間において、ある一の需要場所において自由化対象需要と判�
	接続供給の契約電力の決定方式については、小売契約との整合等を踏まえたものとする。

	平成１７年４月以降の自由化範囲拡大に対応した判定基準

	（２）「５００ｋＷ以上」の自由化範囲の周知方法等について
	行政の取組
	一般電気事業者の取組

	（３）需要場所の考え方について
	①現行制度における需要場所の考え方
	平成１６年４月以降の需要場所の考え方

	（４）自由化範囲拡大に伴う経過措置について
	①新しく自由化対象需要となる高圧需要家の既需給契約の扱い
	②平成１６年度分の託送収支及び部門別収支の扱い
	現在、一般電気事業者が自主的に作成・公表する託送収支及び省令に基づき作成する部門別収支計算書の平成１６年度の
	託送収支については、平成１７年度以降、改正電気事業法の規定に基づき、送配電部門全体の収支を作成し公表することになっており　
	部門別収支については、規制対象需要家への悪影響防止の観点から導入されたものであり、本来であれば平成１６年度は契約電力５�


	（５）算定方式の見直し
	①背景
	②見直し案
	\(a\)需要種別区分の変更
	\(b\)配分指標の変更
	\(c\)規制料金（特に電灯需要家向け料金）の扱い


	（６）沖縄における自由化範囲拡大における措置
	（１）系統利用に関する基本的ルール　～変動範囲とインバランス料金～
	①現行のインバランス料金の算定方法
	（a） 原価について
	（b）料金設定について

	②インバランス料金等についての措置案
	\(a\)３％以内インバランス料金（単純従量制）
	\(b\)３％超過変動範囲内インバランス料金（２部料金制）
	\(c\)変動範囲外（単純従量料金）
	\(d\)代表契約者制度の改善

	③平成１６年度のインバランス料金について

	需要家データへのアクセス
	①詳細制度設計における論点
	\(a\)現状
	\(b\)現状の問題点

	②需要家データの提供についての措置案
	\(a\) 一般電気事業者による過去実績データの提供
	\(b\) 同時同量達成に寄与するためのデータの利用環境の整備

	③措置の時期

	（３）プロファイリングの適用
	①詳細制度設計における論点
	②適切な措置案についての検討
	措置の時期


	中立機関ルールとして定めるべきルール
	卸電力取引市場に適用されるルール
	電源線に関する系統利用料金上の取扱いについての見直しに伴う検討事項
	（１）特定負担化を図るべき「電源線」の範囲
	今回の検討に際しての配慮事項についての措置

	振替供給制度見直しに伴う検討事項
	事業者間精算ルールの検討
	（２）遠隔地電源立地による設備増強コストの負担の在り方

	託送制度等に関する検討
	託送料金の事前公表に関する検討
	（２）託送約款変更命令を発動するための基準の検討
	（３）卸電力取引市場が設立される状況に対応した系統利用制度の見直しの検討
	（４）特定規模電気事業者の自営線設置についての補給電力の在り方等の検討

	会計分離（送配電部門の会計整理）に関する検討
	作成すべき資料の範囲及び具体的な作成方法
	具体的な公表方法及び公表内容


